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技術ロードマップの例 （国土技術政策総合研究所資料より）

1

大分類 中分類 小分類 達成すべき状態 実施すべき行動  実施すべき調査・研究
2004 2005 2006 2007 2008 3年以降 10年以降

洪水の危険事象、被害想定区域、防災施設、被
災事例等のデータが把握されている

・過去の豪雨・洪水や危険箇所区域のDB化
・外力レベルに対応した被災想定区域の設定

・雨量・水位・流量データの取得（地整等）
・雨量・水位・流量データの評価・分析

氾濫危険地域における生命や財産の状況が把
握されている

・氾濫危険地域のインフラ、災害時要援護者の状況DB作成
・外力レベルに対応した被災想定（生命・財産）の分析

・河川現況調査の実施（地整等）

河川管理施設等の整備状況・劣化状況が把握
されている

・整備状況・劣化状況の現地調査・診断とGISデータベース化 ・ＬＰを活用した中小河川流下能力等の検討

洪水の外力レベルに対応した防災機能・抵抗力
が把握されデータベース化されている

・外力レベルに対応した防災機能・抵抗力の把握とDB化 ・現況河川管理施設の能力評価

洪水の被災履歴が把握されている
・地域の被災履歴と防災施設が果たした機能・抵抗力に関する調査、
データベース化
・施設の被災履歴に関するデータベース化

・河川管理施設の被災に関するDB作成（地整等）
・災害調査結果を活用した技術基準の改訂等の検討

洪水を引き起こす外力が把握されている

・降雨量の推定
●気候変動に伴う降雨量、海面上昇等の影響予測
・想定する現象の内容と発生場所、発生確率等の想定・設定
・衛星・無人航空機等による自然災害観測・監視技術の開発

・降水量予測情報の精度評価（気象庁等）
・降水量予測情報の精度評価
●将来の計画規模相当の降雨状況の推定（地整）
●気候モデル等を用いた将来の降雨特性変化予測
●計画流量設定手法の検討
●将来の計画規模相当の降雨状況の推定及び計画対象流量の検
討

洪水発生メカニズムがモデル的に説明できる
・外力や被災を想定するための洪水発生メカニズムの分析やモデル化
・雨量・土地利用等の洪水への影響調査

・災害調査結果を活用した技術基準の改訂等の検討
・出水時の河床変動の検討
・局所洗掘／堆積予測手法の検討
・植生等の変化予測を踏まえた中長期的な河道の変化予測手法の検
討
・河道計画の信頼性の検討（水位確率評価）

洪水の被災想定ができる ・洪水に対する精度の高い人的・物的被害の想定
・将来の洪水時の悪影響の想定
・都市域氾濫解析システムの開発

洪水時のインフラ被害が把握できる
・洪水発生時のライフライン等の相互依存性と影響に関する評価
・災害に伴う環境への悪影響（有害物質の拡散・漏洩）

・水害実態調査による間接被害の分析

洪水の人、社会、経済に対する影響が把握でき
る

・人的・社会経済・歴史文化的影響の事例分析と追跡調査
・地域経済・コミュニティーの崩壊プロセス（因果連鎖）の分析

個人レベルで洪水の災害発生前後の対応につ
いてのノウハウが取得できる

・個人の防災訓練やWS等への参加

防災組織の危機管理対応のノウハウが取得で
きる

・自治体・消防・警察・整備局等の連携に関する経験の蓄積
●災害時の防災組織・対策本部の対応状況や問題点についての経験
の蓄積

洪水の被害の実態が把握できる
・精神的被害・疫病等の地域社会への影響把握
・人的・物的被害や長期にわたる地域社会への影響の把握

洪水対策の効果とコスト評価ができる
・B/C評価や多基準評価の実施
・ソフト・ハードの対策メニューの想定とコスト算定手法の開発
・ソフト・ハードの対策の効果とコストの比較

洪水のリスク評価ができる
・受忍限度に関する国民意識の把握（時系列的変化や予測を含む）
・発生確率と被災予測との関連性の把握

・リスク評価項目の選定
・各項目のリスク評価手法の開発
・リスク評価にとも付いた治水システム管理手法の確立

社会や地域の状況に応じた洪水防止、防災力、
情報システム、抵抗力・復興力の現状での知識
レベルが把握できる

・自然災害や防災に関する知識レベルや危険度に関する認識の把握
・地域の防災力に関する指標の選定と評価
・情報施設やネットワーク化の状況把握
・脅威の状況や避難指示等の情報のわかりやすさ、理解度の把握・少
子高齢化、過密化・過疎化等の社会状況の変化の把握
・防災施設の管理及び整備水準についての状況把握

共助に必要な知識が習得でき、共助に必要な
体制が構築される

・共助意識醸成のノウハウに必要な要素の抽出、ノウハウ・ツール
・NPO、地域の企業との共同体制の構築
・介護施設・学校組織・郵便局等、地域の組織･施設との連携・協働体制
の構築
・高齢者の避難のための地域的支援のノウハウ

・破堤時氾濫流予測手法の検討

既存の防災組織やハザードマップが改善される
・WS実施方法等、意識醸成のノウハウ改善
・地域の消防団・水防団の活用方策の改善
・ハザードマップ等のツールの内容・提供方法の改善

・地域防災力向上支援方策の検討
・ハザードマップデータベースの公開と活用
・住民主導のによる避難意志決定マニュアルの検討
・ハザードマップ運用・改定（PDCAサイクルの構築）

共助のための意識が向上する
・共助意識の日常的なモニタリング
・災害時の避難行動等における共助行動に関するデータの蓄積 ・防災
訓練への参加状況や意識の変化の把握

個人、企業などに対するコミュニケーションの枠
組みや合意が形成される

・地域における防災施設の整備水準や自助・共助・公助の役割分担等
に関する合意形成
・大規模な災害における、被害・避難行動等に関する情報提供・リスクコ
ミュニケーション（外国人・旅行者を含む）
●地域と災害実感を共有するためのPDCAサイクルの確立

個人とのコミュニケーションが図られる
・学校での防災教育の充実・継続的実施
・生涯障害教育への組み込み
・意識に残る情報提供・コミュニケーションの方法論の確立

企業、産業、NPOとのコミュニケーションが図ら
れる

●地域ごとの経済団体・NPO等との間での情報交換の実施
・共同の防災訓練、発災時の試算・製品の提供等に関する協定の締結

インフラ関係企業とのコミュニケーションが図ら
れる

・インフラ相互間の脆弱性等について、情報交換・意見交換の実施

わかりやすい情報が提供される ・画像や映像等を活用した双方向型情報提供ツールの開発・整備

国内外において情報を提供し信頼度が向上す
る

・国内外でのWS、支援活動における活用
・WSにおける視覚化コミュニケーションツールの効果評価の実施

地域の防災リーダーや防災の専門家が育成さ
れる

・地域の防災力やリーダーの存在について継続的にモニターを実施
・リーダーに必要な要件の把握、新たなリーダー育成の研修を実施
・地域の防災力やソーシャルキャピタルに関する専門家・NPO等の育成

情報を共有でき、お互いの役割が明確となり情
報システムが効果的に活用できる

●ブロックを超えて災害情報を共有する体制
・種々のライフラインの被災状況・普及状況を情報共有する体制・システ
ムの構築
・システムを用いた情報伝達訓練を日常的に実施
・防災組織間の提供情報に関する役割分担の認識、情報提供の信頼度
の向上に関する評価
・各防災組織における一元的責任体制の確立に関する評価

・計算モデル等ソフト共通基盤の開発

実施すべき調査・研究と実施行程

洪水に対する知識

洪水事象と被害想定区
域

適切な観測体制により、洪水と
防災施設の抵抗力（劣化の程度
等も含む）に関するデータを入
力し、必要な時に必要なデータ
を適宜引き出せるように保存
し、分析している

洪水発生のメカニズム

洪水発生メカニズムの分析を進
めつつ、適切なモデル化等によ
り、将来見通しの精度を向上さ
せている

洪水に関するデータベー
ス化・分析

防災施設の抵抗力に関す
るデータベース

被災履歴（地域・施設）

外力の想定

洪水発生メカニズムの分
析・モデル化

精度の高い被災想定

災害による影響と危機
管理

実際の災害に際して、災害によ
る影響や危機管理対応に関する
標準的な分析手法を実際の災害
に際して、災害による影響や危
持ち、これを活用することで以
下のような経験を蓄積し続けて
いる

インフラ被害の相互影響
プロセス

人命・社会・経済への影
響プロセス

防災組織の危機管理対応
のノウハウと体制のあり
方

個人の事前・災害時・事
後対応ノウハウ

災害コスト

被害と対策に関するコストを算定
する手法について改善を続けてい
る

被害の実態把握

B/Cを含む対策効果とコ
スト評価手法

対策レベルの評価と設定
方法の開発

（地域）社会の状態
それぞれの（地域）社会につい
て、「実現し、維持・増進すべき
状態」に対する現状を指標化し、
把握し続けている

「知識」「ソーシャル
キャピタル」「情報シス
テム」「抵抗力・復興
力」に対する現状把握と
指標化

ソーシャルキャピタル

共助意識の醸成

共助意識の熟成と、災害時の共
助力発揮のためのノウハウ・
ツール（ハザードマップ等）を
持ち、効果の評価を行いつつ改
善を続け、これを活用すること
で（地域）社会を支援している

新たなノウハウ・ツール
の開発・試行

既存のノウハウ・ツール
の改善

共助意識醸成・共助力発
揮の評価

お互いに信頼しあって助け合
うことができる

コミュニケーションに
よる信頼の獲得

予想される脅威の実態を直感的
に理解できるツール（視覚化な
ど）を持ち、効果の評価を行い
つつ改善を続け、海外を含めこ
れを活用して実施している

個人とのコミュニケー
ション

企業・産業・NPO関係者
とのコミュニケーション

インフラ関係企業とのコ
ミュニケーション

分かり易い情報提供による信

頼の獲得
予想される脅威の実態を直感的に理解でき
るツール（視覚化など）を持ち、効果の評
価を行いつつ改善を続け、海外を含めこれ
を活用している

視覚化などの手段の開
発・整備

海外を含めた手段の活用
と評価

リーダーや専門家の育成
地域社会で滑動できるリーダーや専門
家、NPOなど、十分な数の人材の育成
を継続的に行っている

地域社会のリーダー・専
門家の育成

対象に共通のコミュニ
ケーション技術

インフラ関係企業及び各防災

組織間の信頼の醸成
インフラ関係企業及び各防災組織の間で知
識や情報を共有するためのシステムを持
ち、常時意見交換を行うなど、双方向のコ
ミュニケーションを継続して実施している

情報共有のための体制、
システムの開発・整備と
日常的活用・評価

普段から洪水に対する知識を持
つことで災害を防止する

技術ロードマップ ･･･自然災害に対する安全・安心 （洪 水 １／２）



大分類 中分類 小分類 達成すべき状態 実施すべき行動  実施すべき調査・研究
2004 2005 2006 2007 2008 3年以降 10年以降

脅威の状況に関する情報が迅速に入手できる
・脅威を可能な限り定量化できるセンサの開発
・洪水の予測情報を迅速に入手できるシステムの開発

・河川構造物の変状検知技術の開発（観測システム改良）
・流量・水位予測手法の高度化

被害の状況に関する情報が迅速に入手できる

・ヘリ等による上空から被災状況の迅速な分析手法の確立
・被害状況を把握できるセンサの開発
●ライフラインの稼動状況・途絶状況等をリアルタイムに把握・表示する
システムの開発

伝達すべき情報と伝達手段が明確となる

・脅威の情報（映像等を活用した分かり易く行動に繋がる情報提供方法
の開発）
・被害の情報（災害情報共有プラットフォームの展開支援）
・避難命令の情報（避難のランクに応じた的確な表現・伝達方法の検
討、災害時要援護者向け緊急情報発信マルチプラットフォームの開発）

・情報提供の内容とタイミングの検討

情報の相互伝達が可能となる

・情報弱者への確実な情報伝達手法の確立
・災害時の情報プラットフォーム（情報提供フォーマット・優先順位等）の
あり方の検討
・災害時要援護者向け緊急情報発信マルチプラットフォームの開発

災害に関する情報が各機関で共有できる ・地域ブロックや省庁の枠を超えた災害情報共有体制の確立

情報提供者と情報提供先の間で同一レベルの
情報が共有できる

・情報共有（提供）先での必要な情報の抽出（情報形態の把握、災害時
の情報プラットフォームのあり方の検討）
・情報共有（提供）相手に適する情報形態の把握（情報共有のための用
語・通信標準・プロトコル等の標準化、情報のユーザビリティに関する基
礎検討、提供相手に応じた適切な情報表現の整理）

情報伝達の多様性、多元化が図られる
・情報伝達ルートの二重化の促進
・情報伝達（提供）媒体の特徴の整理と活用手法の検討

災害情報の伝達においてマスメディアの役割が
明確になる

・地域住民との日常的リスクコミュニケーションにおけるマスメディアの役
割検討
・地上デジタル放送等の機能を活用した避難勧告等の伝達方法・効果
検討

マスメディアと災害に関する情報のあり方を確
立する

・ローカルなテレビ・ラジオ局等マスコミ関係者との意見交換
・災害時の画像配信等、マスコミ関係者との必要な協定の締結

被害区域の住民に支援ができる ・被害想定地域住民に対する情報提供と財政的・技術的支援

保険による災害支援ができる ・災害保険の効果的運用と導入促進

住民による災害支援ができる ・自治会による防災訓練・WS等の継続的実施

民間からの個人支援ができる ・展示会・イベント・技術指導等による個人への支援

災害情報が企業・産業団体と共有できる
・定期的な意見交換会の開催
・意見交換を反映した企業のBCP作成支援、優遇制度の導入
・企業が保有する危険物等に関する発災時の対策の事前検討

企業・産業団体の意見を施設整備・管理に反映
できる

・社会資本の管理・整備のためのBCP（復興までの時間概念を含む
COOP計画）と企業のBCPとの相互補完
・地域の復興にマーケットメカニズムを活用する方策の検討

過去のインフラ被害の分析・蓄積から復旧のた
めの計画が策定できる

・インフラの相互依存・脆弱性に関する地域ごとの意見交換と実態把握
・局地的アクシデントを含む過去のインフラ被害の分析と蓄積
・インフラ復旧のための復興までの時間の概念を含むBCPの策定

施設により災害を防止する

・被災を部分的にとどめるための防災施設や構造物の整備の工夫
・施設の劣化状況、機能性等により維持管理計画を明確化し、公表
・防災拠点・避難路の適正配置の検討
・信頼性設計に基づく技術基準の策定、施設整備
・遊水池や二線堤等の適正配置の検討
・ダムによる治水機能の再編に関する検討
・既存ダムの施設の有効活用に関する検討

・破堤時緊急仮締切堤の検討
・氾濫流制御手法の検討
・維持管理基準に基づく河川管理の実施・課題の抽出（地整等）
・降水量予測情報を活用した事前放流手法の研究
・ただし書き操作方法の検討
・堤防・構造物の信頼性評価手法の検討
・河川管理施設等構造基準の検討

施設により災害から容易に復興できる

・各防災施設の管理の責任体制の明確化・一元化
・多様な災害に応じたCOOP計画等による施設整備・管理計画の策定
・防災機関と民間・自衛隊等との相互支援・協力体制の事前整備と資材
等のデータベース化
・救急病院等の医療体制の充実、復興のための地域医療の充実
・ITやICタグ等を活用した施設管理の高度化

災害対策の中心となる機関の体制が改善され
る

・自治会等、地域における防災訓練の支援
●災害時の対策本部の運営に関する経験の蓄積と反映（災害時に国総
研・整備局から職員を派遣）

災害対策の中心となる機関に防災スキルが蓄
積される

・防災スキル・ノウハウを蓄積、改善するための手法やシステムの開発
・水防団の強化・水防活動の効率化の手法開発

災害の受容の程度が明らかとなり整備水準の
目標が明確となる

・過去の災害や交通事故等の受容レベルの比較
・生起確率を考慮した受容レベルと施設整備量の検討

社会経済状況に応じた整備目標が明らかとなる
・財政状況や少子高齢化・過密過疎化など社会経済状況の抽出と把握
・発生確率や被害規模、受容レベル・財政状況等の様相の抽出と検討
・未経験の大規模災害に関する社会経済的影響の予測

整備目標に応じたソフト、ハード対策の分担の
程度が明らかとなる

・想定を超える災害に対するハードとソフトの役割分担化
・ソフト施策等の代替手段、災害の受容性、B/C等の視点から必要な施
設整備を明確化し、合意形成
・防災施設等の整備指針、構造基準等（信頼性設計を含む）の検討

●将来時点での河川管理施設の能力確保対応策の検討
・河川砂防技術基準の検討
・河道計画に係る技術基準の改訂等の検討
・流域の治水安全度バランスの検討
・設計洪水流量の検討
・サーチャージ水位～設計洪水位間で必要となる容量の検討
・容量配分変更・ダム貯水池容量拡大による治水容量の拡大
・容量配分変更・ダム貯水池容量拡大による治水容量の拡大（地整）

防災施設に必要な資材の基準が明らかとなる ・強度・コスト・リサイクル性等に関する改善

防災施設の構造が改善される ・危険事象に応じた技術的改善

無事故で防災施設が整備できる ・ロボット建設機械やIT技術等を活用した無人化施工技術の開発
・河川構造物の変状検知技術の開発（観測システム改良）
・ＩＴを用いた新たな情報管理技術の適用

災害時に孤立する集落が明らかとなる
・状況に応じた支援内容と発災時の対策検討
・集落の存続や復興のあり方に関するコンセンサスの形成
・孤立の可能性がある集落とその居住状況、リーダーの存在等の把握

災害時に援護が必要な箇所があきらかとなる
・避難困難者の居住状況と避難場所・避難ルート等の把握
・共助を含めた避難方法の事前検討

災害に応じた土地利用が可能となる
・経済効率と安全性を考慮した国土利用計画・地域計画・都市計画・交
通計画の検討
・大規模災害時の首都機能の維持に関する事前検討

被災想定地域における土地利用が明確となる

・被災想定地域の土地利用・人口配置の問題点や改善方策の検討
・被災確率・被災規模を想定した土地利用転換施策の検討
・人口減少に対応した諸計画・方策の防災計画への実施
・氾濫危険地域の特定と情報提供、土地利用制限

（コア関連）

・降水量予測・実測データの収集
・河川治水計画データの収集
・ダム計画・管理データ収集
・水理・水文データの収集
・河川管理施設の被災データの収集
・社会構造（人口等）に関するデータの収集
・ハザードマップデータベースの公開と活用
・住民主導のによる避難意志決定マニュアルの検討
・ハザードマップ運用・改定（PDCAサイクルの構築）

効果分析及び大枠の見直し
実施すべき行動の進捗状況や社会への効果還元状況を考慮しつつ、
大枠を適宜見直す

実施すべき調査・研究と実施行程

情報システム

情報収集システム

災害時に、時々刻々の脅威の状況や個人及
び企業･産業関係者の行動などを迅速・的確
に把握するシステムを持ち、実際の災害の
経験の蓄積により改善を続けている

脅威の状況に関する情報

被害の状況に関する情報

情報提供システム

災害時に、時々刻々の脅威の状況や避難命
令などを確実（停電時にも機能するなど
ルートの複数化を含む）かつ迅速に伝達で
きる情報システムを持ち、実際の災害の経
験の蓄積により改善を続けている

情報の種類・内容

個人と機関間、個人相互
間の確実な情報伝達

必要なときに必要な情報が
得られる

所管を超えた情報共有システ
ム

災害時に、的確・迅速に判断し、一般への
情報伝達・復旧滑動を行うため、防災組織
やインフラ関係企業が所管を超えて、情報
共有を図るシステムを持っている

情報共有（提供）の促進

情報の内容や表現方法

様々な情報ネットワーク
の利活用

マスメディアの貢献
マスメデイアからの適切な情報提供による
避難行動や被害軽減等に向け、ローカルな
マスコミ関係者も含めてて定期的に知識・
意見の交換、画像配信等必要な協定の締結
を実施している

災害軽減に対するマスメ
ディアの役割

マスコミ関係者との知
識・意見の定期的交換

抵抗力・復興力

国・自治体等による個
人への支援措置

個人の事前対策への支援として、
耐震化促進などに関する仕組みを
持ち、改善を続けている

国・自治体等による個人
への支援措置

マーケットメカニズムに
よる個人への支援措置

自治会や地域住民相互の
支援措置

企業のBCP等への支援
企業・産業関係者のBCP作成への支
援として、定期的に知識・意見の交換
を行い、これを反映した施設管理・整
備の必要性を明確化している

意見交換を反映した施設
管理・整備の必要性の明
確化

ライフライン等の復旧支援
インフラ（ライフライン・公共交通機関）関係企業
と定期的に意見交換を行い、実際の災害の経験の蓄
積により、インフラ復旧のための実行計画の必要性
を明確化している

過去のインフラ被害の分
析と知識の蓄積・復旧の
ための実行計画の策定

公共施設の管理・整備

復興を容易にし、又、災害の影響を部分
的にとどめるための防災施設・道路等公
共施設等の管理・整備の必要性を明確化
している

災害の影響を部分的に止
める（施設等の整備と管
理）

復興を容易にする（施設
等の整備と管理）

企業・産業関係者との意
見交換の実施

対策本部等の体制の改善
防災訓練を実施し続け、又実際の災害の経
験の蓄積により、スキルやノウハウ及び体
制の改善を続けている

防災訓練や実際の災害に
よる経験の蓄積

スキル・ノウハウ･体制の
改善

民間企業・NPOによる支
援措置

防災施設の整備水準

防災施設等の管理･整備により、脅威の水
準を受容レベルまで極小化することにつ
いて、考慮すべき要素を指標化し、把握
し続けている

災害に対する地域住民の
受容レベルの検討

適正水準に於いて考慮す
べき要素の抽出と把握

防災施設の整備・管理
の適正水準の設定

技術的改善

各自然災害に強い構造物・建築物等につい
て使用する材料を含めて技術的改善を続け
ている

使用材料に関する技術的
改善

構造に関する技術的改善

施工技術に関する改善

地域の状況の把握
災害時の孤立の可能性や避難困難な人々の
居住状況など、地域の状況に応じた支援内
容について把握し、事前に対策を検討して
いる

高齢者・障害者等の避難
困難者

災害時に孤立する集落

土地の利用や人口配置

土地利用や人口配置について、被害を部分
的にとどめたり、復興を容易にする視点か
ら、その適正化を図るための施策を継続し
て実施している

土地利用・人口配置の転
換施策の実施

国土利用計画・土地利用
計画への反映

抵抗力を高め復興の準備が
できている

大枠の見直し

●赤文字：グランドチャレンジの６テーマに該当
●緑文字：気象変動関連

凡例）実施すべき研究と実施行程において、 は国総研、 は他機関が実施するものを示す。

技術ロードマップの例 （国土技術政策総合研究所資料より）

「大枠」 ･･･自然災害に対する安全・安心 （洪 水 ２／２）
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技術研究開発費の推移及び省庁別割合

３

大手建設会社の研究開発費の推移

土木学会建設マネジメント委員会、「建設マネジメントシンポジウム」（平成19年10月18日）より作成。

研究開発費の民間企業平均が増加傾向にあるのと比較
し、建設業では減少年々減少している。

科学技術白書 （平成19年版）より作成。

国土交通省の競争的資金は全体から見て非常に
少ない。

国土交通省は技術開発に対する財政面での支援を積極的に行い、
技術研究開発を促進させる必要がある。

内閣府, 0.11%

環境省, 1.73%
国土交通省,

0.18%

総務省, 2.42%

農林水産省,

2.76%

経済産業省,

6.49%

厚生労働省,

10.06% 文部科学省,

76.24%

省庁別競争的資金の割合（H１８年度）
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総務省統計局「科学技術研究調査」結果より作成。



技術研究開発の変貌と課題

技術研究開発の変貌

４

現

状

従

来

【大規模プロジェクト】 【通常工事】

発注者（国等）

工

法

開

発

技術検討委員会

土工協、建機協等

参画

加盟会社
※人材・機材の派遣

非加盟会社

発注者（国等）

工法協会（共同研究）

加盟会社
※人材・機材の派遣

非加盟会社

工
事
発
注
（
指
名
競
争
入
札
）

※
最
低
価
格
の
会
社
・
Ｊ
Ｖ
に
発
注

工法提案

【一般競争入札・総合評価方式の普及】

発注者（国等）

入札参加・技術提案

仕様と難度による
発注方式の公表

総合的に評価の最も
高い会社に発注

工
事
発
注
（
指
名
競
争
入
札
）

※
最
低
価
格
の
会
社
・
Ｊ
Ｖ
に
発
注



【建設技術研究開発助成制度の強化】 【H20年度内示額】 500百万円
【H19年度予算額】 400百万円

建設分野の技術革新を推進するため、国土交通省の所掌する建設技術の高度化及び国際競争力強化並びに国土交通
省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発について、広く提案を公募し、優秀な提案に助成すること
で、社会的な重要課題を効率的、効果的に解決し、研究成果を国民のくらしに還元する。

【目的】

○実用化を目指した『中期的視点』によ
る技術開発（概ね５年後を目標）

○地域のニーズ等に応じた実用化段階
の技術研究開発のテーマについて、地
域の産学官連携等による研究開発課題
に対する競争的資金

○実社会への適応性を大幅に向上させ
るもの。フィールドでの実証段階にい
たったもの

①基礎研究

・推進研究テーマ設定によるイノベーション推進にむけた
研究開発助成制度の強化を実施し、『テーマ設定型研究開発公募』を新設。

・実用化まで一貫した研究開発思想によりイノベーションを実現。
・２～３年後の実用化を念頭においた、民間主体の研究開発体制により研究を実施。

②実用化研究

○実用化を目指した『長期的視点』
による技術開発（概ね１０年後を目
標とする）

○建設以外の他分野を含めた広
範な学際領域との連携を積極的に
図る、実社会での波及効果の大き
い研究開発課題に対する公募を行
う競争的資金

○実用化を目指した『短期的視点』によ
る技術開発（概ね２～３年後を目標）

○国土交通省（官）が設定した具体的な
推進テーマ（政策課題）に対し、研究者
の独創的で自由な発想と現場の声を反
映させた融合型開発

○産学官テーマ推進委員会を設置し、
推進プロセスを強化

◆テーマ設定型研究開発公募の新設

③テーマ設定型研究

競争的資金制度の強化の例

５



公共工事等における新技術活用システム

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価し、技
術開発を促進していくためのシステム。

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価し、技民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価し、技
術開発を促進していくためのシステム。術開発を促進していくためのシステム。

更
な
る
技
術
の
開
発
・改
良

技
術
開
発
成
果
（有
用
な
技
術
）の
普
及

公共工事等における新技術活用システム

NETIS
（申請情報）

ＮＥＴＩＳ
（評価情報）

活用 事後評価

新技術データベース
『ＮＥＴＩＳ』

Web上で情報提供

技術の成立性や活
用効果等を総合的
に評価

直轄工事等におい
て、施工条件に適
した新技術を活用

事前審査

技術の成立性や、
直轄工事等におけ
る活用の妥当性を
確認

登録

公共工事等に関
する、実用化され
た技術を申請、
登録

掲載 掲載 掲載

参照
技術の選定

技術のスパイラルアップ

約350件／年 約70件／年 延べ約1,800件／年 約80件／年

（技術数ベース）

約3,500件※

約230件※

（※平成20年1月現在）

技術の
開発・実用化

６


